
単品スライド条項の運用について（ポイント）

１．対象となる「主要な工事材料」と対象工事

【主要な工事材料】

「鋼材類」、「燃料油」に分類される各材料（Ｈ型鋼、異形棒鋼、軽油など）

【スライド適用の対象工事】

実際の搬入時･購入時における各材料の実勢価格を用いて当該工事の請負金額を

再積算した場合に、当初金額よりも１％以上変動する工事

２．スライド条項の適用手続

（１）申請時期、契約変更の時期

工期末の２月前までに請求 → 工期末に変更契約

（２）証明書類の提出（必須）

乙は、乙が実際に購入した対象材料の価格（数量及び単価）、購入先、搬入･購

入の時期を証明する書類を提出する必要がある。

（注） 燃料油について証明書類が揃わない場合は、主用途に用いた数量の証明書が提出され
たときは、やむを得ない範囲で、その他用途に用いた数量への適用を認めることができる。

３．スライド額の計算で用いる単価

〔鋼材類〕 現場に搬入された月の実勢価格

（注）複数回にわけて搬入した場合は、月ごとの搬入数量で加重平均

〔燃料油〕 購入された月の実勢価格

（注１）複数回にわけて購入した場合は、月ごとの購入数量で加重平均

（注２）月ごとの購入数量が不明の場合は、工期中の各月の平均

４．スライド額の計算で用いる対象数量

・ 設計図書に記載された数量

・ 一式計上の工種で発注者の設計数量があるものは、発注者の設計数量

・ 各種資材の運搬のための燃料油で購入量が客観的に確認できるものは、当該数量

５．スライド額（Ｓ）の計算

【鋼材類】｛ 搬入月の実勢価格－設計時点での実勢価格 ｝× 対象数量（上記４）
…(注)

＋）【燃料油】｛ 購入月の実勢価格－設計時点での実勢価格 ｝× 対象数量（上記４）
…(注)

－）スライド前の請負代金額の１％相当額
スライド額（Ｓ）

（注）乙が実際に購入した際の鋼材類の購入代金合計、燃料油の購入代金合計の方が実
勢価格で算定した額よりも低い場合は、実際の購入代金を用いて計算する。

６．その他

① 部分引渡しをした工事の部分、部分払※の対象となった出来形部分等については、

単品スライド条項を適用できない。

※ 乙の求めに応じ、既済部分検査の合格通知に、単品スライド条項の適用対象とすることができる旨の
記載があるときは適用可。

② 工期末が平成20年９月30日以前である工事についての適用申請は、７月30日まで
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  県営建設工事（県土整備部所管、農林水産部所管）に係る資材価格の急激な変動に伴う

請負代金額の設計変更について（通知） 
 
 このことについて、岩手県営建設工事請負契約書別記第 25条第 5項（いわゆる単品スライド
条項）に則り、請負者より請求があった場合、当面下記のとおり対応するので通知します。 

記 
１）該当条項：契約書別記第 25条第 5項（以下「単品スライド条項」という。）を適用するもの   

とする。 
参考）県営建設工事請負契約書別記抜粋 
第 25 条第５項 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変
動を生じ、請負代金額が不適当となったときは、甲又は乙は、前各項の規定によるほか、請負代

金額の変更を請求することができる。 
２）対象資材について： 現時点で資材価格が著しく変動している「鋼材類」、「燃料油」を対象と 

する。 
３）適用日：平成 20年７月１日（以下「適用日」という。） 
４）対象となる工事：適用日以降に残工期が 2 ヶ月以上あり、工期の末日を迎える工事及び適用

日以降に新たに契約を締結する工事。なお、工期末が平成 20年 9月 30日以
前である工事についての適用申請は、平成 20年 7月 30日までできるものと
する。 

５）請負代金額の変更の考え方について： 
  請負者より資材価格の急激な変動に伴い、請負代金額の変更請求（協議）があった場合、単

品スライド条項適用により請負代金額の変更を行うものとする。 
なお、変動額（＝スライド額）は、鋼材類と燃料油で個別に算定し、「請負代金額」の 1.0％
を超える分について請負代金額の変更を行うものとする。 
６）運用基準について： 
  当面、平成 20年 6月 17日付け建技第 155号「資材価格の急激な変動に伴う請負代金額の変
更」の通知を参考に運用することとする。なお、具体的な詳細については、別途策定して通知

する。 
７)その他 
 上記について不明な点がある場合は、各担当者へ別添ファックス用紙にて問い合わせください。 
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